
第１表　過去の年次別組合数、組合員数及び推定組織率

対前年増減 対前年増減
組合 組合 人 人 ％

平成2年 2,097 △ 1 232,849 501 30.0 *

平成3年 2,076 △ 21 233,769 920 30.1 *

平成4年 2,088 12 235,283 1,514 30.2 *

平成5年 2,074 △ 14 238,439 3,156 27.4 *

平成6年 2,064 △ 10 238,610 171 27.7 *

平成7年 2,038 △ 26 235,856 △ 2,754 27.2 *

平成8年 2,046 8 234,853 △ 1,003 27.0 *

平成9年 2,033 △ 13 231,912 △ 2,941 25.3 *

平成10年 2,007 △ 26 227,583 △ 4,329 24.9 *

平成11年 1,980 △ 27 222,532 △ 5,051 24.4 *

平成12年 1,981 1 218,367 △ 4,165 23.9 *

平成13年 1,956 △ 25 213,432 △ 4,935 23.3 *

平成14年 1,883 △ 73 207,845 △ 5,587 23.2 *

平成15年 1,840 △ 43 199,804 △ 8,041 22.3 *

平成16年 1,807 △ 33 196,196 △ 3,608 21.8 *

平成17年 1,750 △ 57 192,116 △ 4,080 21.4 *

平成18年 1,652 △ 98 189,796 △ 2,320 22.3 *

平成19年 1,629 △ 23 189,666 △ 130 21.6

平成20年 1,602 △ 27 189,961 295 22.0

平成21年 1,541 △ 61 185,775 △ 4,186 21.7

平成22年 1,518 △ 23 185,672 △ 103 22.4

平成23年 1,504 △ 14 183,190 △ 2,482 20.9

平成24年 1,492 △ 12 180,685 △ 2,505 20.2

図１　年次別労働組合員数・推定組織率の推移

【注1】推定組織率とは、「経済センサス基礎調査」の雇用者数（平成22年次までは「事業所・企業統計調査」の雇用者数）か
ら、警察、消防などの職員を除いた組合結成可能な雇用者数に占める労働組合員数の割合。

【注2】推定組織率は、平成19年次から平成22年次までは平成18年の事業所・企業統計調査に、また、平成23年次からは、平
成21年の経済センサス基礎調査に、「毎月勤労統計調査地方調査（長野県）」の常用雇用者数の増減率により雇用者数の補
正を行っている。
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